
※各種用語解説は7ページ

歳入
約132.3
億円

歳出
約129.7
億円

性質別
約129.7
億円

自主財源
34.7%

総務費
約17.1億円
13.2％公債費

約19.7億円
15.2％

民生費
約38.1億円
29.4％

依存財源
65.3%

市税
市民税（個人）
市民税（法人）
固定資産税
たばこ税
その他

12.1億円
1.7億円
13.9億円
1.3億円
0.8億円

約29.8億円 22.5％

地方交付税
約49.7億円 
37.6％

普通建設費
約13.5億円10.4％

災害復旧費
約0.6億円0.5％

補助費等
約0.9億円
0.7％

繰出金
約13.2億円
10.2％

その他
（積立金、投資及び
出資金、貸付金など）
約21.4億円16.5％

消防費
約6.2億円
4.8％

　教育費
約10.4億円
　8.0％

市債
約9.8億円 
7.4％

その他
（地方譲与税、地方
消費税交付金など）
約8.3億円 
6.3％

その他
（分担金及び負担金、
使用料及び手数料など）
約16.1億円 12.2％

国・県支出金
約18.6億円 14.0％

衛生費
約12.0億円
9.3％

土木費
約13.5億円
10.4％

人件費
約19.6億円
15.1％

扶助費
約17.7億円
13.6％

公債費
約19.7億円
15.2％

物件費
約23.1億円
17.8％

農林水産業費
約6.8億円
5.2％

その他
（商工費、議会費など）

約5.9億円
4.5％

義務的
経費
43.9％

その他
45.2％

投資的
経費
10.9％

市
民
の
皆
さ
ん
が
納
め
た
税
金
な
ど
が
ど
の
よ
う
に
使
わ
れ
て
い
る
の

か
、
市
の
財
政
が
ど
の
よ
う
な
状
況
に
あ
る
の
か
を
市
民
の
皆
さ
ん
に
お

知
ら
せ
す
る
た
め
、
山
県
市
財
政
事
情
の
作
成
及
び
公
表
に
関
す
る
条
例

の
規
定
に
基
づ
き
、
令
和
元
年
度
の
決
算
状
況
と
令
和
2
年
度
予
算
の
執

行
状
況
（
令
和
2
年
7
月
31
日
現
在　
人
口
2‌

6
，6
0
4
人　
世
帯
数

1‌

0
，8
9
0
世
帯
）
な
ど
を
公
表
し
ま
す
。

会　計　名 歳入決算額 執行率
（％） 歳出決算額 執行率

（％） 差引額

一　 般　 会　 計 132億3,219万円 91.5 129億7,273万円 89.7 2億5,946万円

特　
　
　
別　
　
　
会　
　
　
計

国 民 健 康 保 険 32億6,423万円 93.4 32億5,828万円 93.2 595万円

介 護 保 険 27億3,716万円 99.0 27億3,483万円 98.9 233万円

後 期 高 齢 者
医　 　療 3億3,335万円 96.1 3億3,261万円 95.9 74万円

簡 易 水 道 事 業 9,240万円 96.8 9,239万円 96.8 1万円

農 業 集 落
排 水 事 業 4億7,820万円 98.5 4億7,817万円 98.5 3万円

公 共 下 水 道
事　 　業 4億2,636万円 95.1 4億2,634万円 95.1 2万円

高 富 財 産 区 915万円 94.9 914万円 94.9 1万円

合　　　計 205億7,304万円 93.1 203億  449万円 91.9 2億6,855万円

一般会計差引額のうち、1億2,200万円を剰余金積立しました。

区　分 市民１人当たりの
金　額 差　引

市　　 税 111,344円 前年度比� 1,899円の増

歳出決算額 484,147円 前年度比� 25,177円の増

基 金 残 高 257,493円 前年度比� 6,159円の減

市 債 残 高 479,487円 前年度比� 24,556円の減

令和2年3月31日現在人口　26,795人
� （前年比452人の減）

　
審
査
の
結
果

　
決
算
審
査
意
見
書
趣
旨

令
和
元
年
度
決
算
状
況

一
般
会
計
分
を

市
民
１
人
当
た
り
に
す
る
と

　
令
和
元
年
度
の
各
会
計
歳
入
歳
出
決
算

書
な
ど
の
決
算
関
係
書
類
は
、
い
ず
れ
も

関
係
法
令
に
準
拠
し
て
作
成
さ
れ
、
決
算

計
数
は
関
係
諸
帳
簿
な
ど
と
符
合
し
て
お

り
、
適
正
で
あ
る
と
監
査
委
員
に
認
め
ら

れ
ま
し
た
。

　
前
年
度
に
比
べ
、
市
民
１
人
が
納
め
た

税
金
は
約
2
千
円
増
え
、
市
民
１
人
に

使
っ
た
お
金
は
約
2
万
5
千
円
増
え
ま
し

た
。
ま
た
、
貯
金
に
当
た
る
基
金
は
約
6

千
円
減
り
、
借
金
に
当
た
る
市
債
は
約
2

万
5
千
円
減
っ
た
こ
と
に
な
り
ま
す
。

問
企
画
財
政
課　
℡
22-

6
8
2
5

令
和
元
年
度
決
算
状
況
の
公
表

 
山
県
市
の
財
政
事
情

区　　　分 予算現額 決　算　額

収益的

収　入 4億9,105万円 4億8,092万円

支　出 4億8,915万円 4億9,240万円

差　引 190万円 △1,148万円

資本的

収　入 6,921万円 7,910万円

支　出 2億3,083万円 2億2,016万円

差　引 △1億6,162万円 △1億4,106万円

水
道
事
業
会
計
決
算
状
況

　
資
本
的
収
入
額
が
資
本
的
支
出
額
に
不

足
す
る
額
1
億
4
，1
0
6
万
円
は
、
当

年
度
消
費
税
及
び
地
方
消
費
税
資
本
的
収

支
調
整
額
5
7
9
万
円
、
減
債
積
立
金

6‌

2
9
万
円
お
よ
び
過
年
度
分
損
益
勘
定

留
保
資
金
1
億
2
，8
9
8
万
円
で
補
て

ん
し
ま
し
た
。
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※各種用語解説は7ページ
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その他
45.2％
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10.9％

一
般
会
計
決
算
の
内
訳

山県市の
財政事情

広報やまがた　2020. 103



（単位：千円）

一
般
会
計
の
主
な
施
策

款　　名 事　　　　業　　　　名 決算額 うち国県支出金

総 務 費

庁舎等空調機器改修事業 66,946
ふるさと応援寄附金推進事業 134,647
移住定住促進事業 2,088 666
危険空家等除却補助金 1,600 533
自主運行バス運行事業 88,361 6,491
乾乗合タクシー運行事業 5,659 373
山県高校前バスシェルター設置事業 3,402 1,700
参議院議員通常選挙 14,129 14,129
農林業センサス 2,545 2,545

民 生 費

買い物弱者対策支援事業補助金 750
プレミアム付商品券事業 59,115 18,082
生活保護扶助費 181,140 136,582
福祉医療費助成事業（高校生含む） 313,616 107,231
障がい者自立支援給付事業 534,201 356,476
児童手当給付事業 352,435 297,801
放課後児童健全育成事業 28,845 14,417
伊自良保育園・ピッコロ療育センター屋根改修事業（長寿命化） 28,811

衛 生 費

子育て世代包括支援センター事業 943 628
予防接種事業 59,254 1,413
不妊治療費助成事業 4,986 200
健康診査・各種がん検診事業 32,013 1,089
ごみ処理事業 149,771
クリーンセンター管理事業 459,184
し尿処理事業 149,822 5,207

農林水産業費

地域特産品育成支援事業補助金 700
栗ゾーン整備事業 5,114
野生鳥獣被害防止捕獲業務 17,249 1,539
森林環境整備事業 2,042
清流の国ぎふ森林・環境基金事業（里山林整備） 6,595 6,352
　 〃　 （市町村提案事業）［保育園自然体験、桔梗塚・大桑城登山道等整備］ 7,457 5,499

商 工 費

企業支援プロジェクトマネージャー導入事業補助金 1,949
商工会経営発達支援事業補助金 3,000
歴史スポット案内看板設置事業 4,930 1,761
椿野地区多目的トイレ設置工事 17,383 8,600
歴史観光整備PR事業 8,513 3,700

土 木 費

道路・河川改良事業（前年度繰越分、設計委託費等含む） 492,546 50,883
橋梁耐震・補修事業 30,999 13,795
山県ターミナル整備事業（前年度繰越分含む） 197,590 25,700
ハリヨ公園リニューアル整備事業（設計） 4,199 2,000

消 防 費

消防広域化事業（消防事務委託、施設改修） 488,647
消防団活動事業 38,359
消防施設整備事業 33,063 5,679
IP無線機購入事業 6,267

教 育 費

小学校長寿命化工事 45,359
教育ICT関連備品 35,329
放課後子どもプラン事業 5,377 3,556
地域未来塾推進事業 2,141 1,427
大桑城説明・案内看板設置工事及びパンフレット作成事業 5,652 2,818

災 害 復 旧 費 林道災害復旧事業 55,854 49,758

地方創生事業

県「麒麟がくる」推進協議会負担金 1,800 900
シティプロモーション事業 23,000 11,500
田舎暮らし推奨企画振興業務委託事業 3,000 1,500
空家等利活用促進支援事業 3,000 1,500
水栓バルブ発祥の地・山県の水栓バルブ製造業リノベーション事業（地域経済牽引事業） 75,904 37,953
観光コンテンツ活性化事業 11,953 5,976
観光ストーリー充実化・情報発信事業 4,049 2,000
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地
方
公
共
団
体
の
財
政
の
健
全
化
に
関

す
る
法
律
に
基
づ
き
、
令
和
元
年
度
の
山

県
市
財
政
健
全
化
判
断
比
率
な
ど
に
つ
い

て
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

▼
早
期
健
全
化
基
準

　
健
全
化
判
断
比
率
の
う
ち
い
ず
れ
か
が

早
期
健
全
化
基
準
以
上
の
場
合
、
財
政
の

早
期
健
全
化
の
基
本
方
針
な
ど
を
盛
り
込

ん
だ
財
政
健
全
化
計
画
の
策
定（
議
会
の

議
決
が
必
要
）や
外
部
監
査
を
実
施
す
る

こ
と
に
な
り
、自
主
的
な
改
善
努
力
に
よ
る

財
政
健
全
化
を
行
う
こ
と
に
な
り
ま
す
。

▼
財
政
再
生
基
準

　
健
全
化
判
断
比
率
の
う
ち
い
ず
れ
か
が

財
政
再
生
基
準
以
上
の
場
合
、
国
な
ど
の

関
与
に
よ
る
確
実
な
再
生
を
行
う
こ
と
に

な
り
ま
す
。
財
政
の
再
生
を
図
る
た
め
、

財
政
健
全
化
計
画
よ
り
も
詳
細
な
財
政
再

生
計
画（
議
会
の
議
決
が
必
要
）を
定
め
、

総
務
大
臣
に
協
議
し
同
意
を
求
め
る
こ
と

に
な
り
ま
す
。こ
の
同
意
が
な
い
場
合
は
、

災
害
復
旧
事
業
な
ど
を
除
き
、
地
方
債
の

起
債
を
制
限
さ
れ
る
こ
と
に
な
り
、
計
画

し
て
い
る
事
業
が
資
金
不
足
の
た
め
実
施

で
き
な
く
な
る
可
能
性
も
あ
り
ま
す
。そ
の

他
、
財
政
再
生
計
画
に
基
づ
い
て
予
算
を

編
成
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
く
な
り
ま
す
。

▼
資
金
不
足
比
率

　

公
営
企
業
ご
と
の
資
金
の
不
足
額
が
、

事
業
の
規
模
に
対
し
て
ど
の
程
度
あ
る
か

を
示
す
も
の
で
す
。
令
和
元
年
度
で
対
象

と
な
る
全
て
の
公
営
企
業
は
黒
字
と
な
っ

て
お
り
、
不
足
額
は
あ
り
ま
せ
ん
。

▼
財
政
健
全
化
・
経
営
健
全
化
審
査
意
見

抜
粋

　
審
査
に
付
し
た
財
政
健
全
化
判
断
比
率

お
よ
び
資
金
不
足
比
率
、
な
ら
び
に
そ
れ

ら
の
算
定
基
礎
と
な
る
事
項
を
記
載
し
た

書
類
に
つ
い
て
、
監
査
委
員
か
ら
適
正
に

作
成
さ
れ
て
い
る
と
認
め
ら
れ
ま
し
た
。

令
和
元
年
度
も
早
期
健
全
化
基
準・財
政
再
生
基
準
を
ク
リ
ア

財
政
用
語
の
基
礎
知
識

▼
歳
入
の
部

市
税
　
皆
さ
ん
に
納
め
て
い
た
だ
い
た

市
民
税
や
固
定
資
産
税
な
ど

地
方
消
費
税
交
付
金
　
国
が
徴
収
し
た

地
方
消
費
税
か
ら
市
に
対
し
て
交
付

さ
れ
る
お
金

地
方
交
付
税
　
地
方
交
付
税
法
に
基
づ

き
、
市
町
村
の
実
情
に
合
わ
せ
て
国

か
ら
交
付
さ
れ
る
普
通
交
付
税
と
特

別
交
付
税

国
庫
支
出
金
　
国
か
ら
市
に
対
し
て
交

付
さ
れ
る
負
担
金
、
補
助
金
な
ど

県
支
出
金
　
県
か
ら
市
に
対
し
て
交
付

さ
れ
る
負
担
金
、
補
助
金
な
ど

市
債
　
学
校
、
道
路
の
建
設
な
ど
の
た

め
に
一
時
的
に
多
額
の
費
用
が
必
要

な
と
き
、
市
が
長
期
に
資
金
を
借
り

入
れ
る
お
金

▼
歳
出
の
部

総
務
費
　
一
般
事
務
経
費
、
戸
籍
住
民

基
本
台
帳
費
、
庁
舎
の
維
持
管
理
な

ど
の
経
費

民
生
費
　
社
会
福
祉
費
、児
童
福
祉
費
、

生
活
保
護
費
な
ど

衛
生
費
　
保
健
衛
生
費
、ご
み
の
収
集・

処
理
の
清
掃
費
な
ど

土
木
費
　
道
路
の
維
持・新
設
改
良
費
、

公
園
の
整
備
費
な
ど

教
育
費
　
小
・
中
学
校
の
経
費
、
社
会

教
育
費
な
ど

公
債
費
　
借
入
金（
市
債
）の
返
済
金
と

利
子
の
支
払
い

扶
助
費
　
生
活
扶
助
・
教
育
扶
助
な
ど

の
経
費

▼
財
政
健
全
化
判
断
比
率

実
質
赤
字
比
率
　
一
般
会
計
の
赤
字
の

程
度
を
指
標
化
し
、
財
政
運
営
の
悪

化
の
度
合
い
を
示
す
も
の

連
結
実
質
赤
字
比
率
　
一
般
会
計
や
特

別
会
計
な
ど
を
加
え
た
市
の
全
会
計

の
赤
字
と
黒
字
を
合
算
し
て
、
市
全

体
と
し
て
の
赤
字
の
程
度
を
指
標
化

し
、
財
政
運
営
の
悪
化
の
度
合
い
を

示
す
も
の

実
質
公
債
費
比
率
　
借
入
金（
地
方
債
）

の
返
済
額
な
ど
の
大
き
さ
を
指
標
化

し
、資
金
繰
り
の
危
険
度
を
示
す
も
の

将
来
負
担
比
率
　
地
方
公
共
団
体
の
一

般
会
計
な
ど
の
借
入
金（
地
方
債
）

や
、
将
来
支
払
っ
て
い
く
可
能
性
の

あ
る
負
担
な
ど
の
現
時
点
で
の
残
高

を
指
標
化
し
、
将
来
財
政
を
圧
迫
す

る
可
能
性
の
度
合
い
を
示
す
も
の

山県市の
財政事情

令和元年度山県市財政健全化判断比率　

区　分 実 質 赤 字
比 率

連 結 実 質
赤 字 比 率

実質公債費
比 率

将 来 負 担
比 率

令和元年度 − − 11.2％ 25.6％

平成30年度 − − 12.2％ 30.9％

早期健全化
基　　　準 13.61％ 18.61％ 25.0％ 350.0％

財 政 再 生
基　　 準 20.00％ 30.00％ 35.0％

実質赤字比率と連結実質赤字比率は赤字額がないため、「−」
を表示してあります。
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